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将来における断層活動が地層処分システムの安全性に及ぼす影響を評価するために，最新の知見を踏まえ，

伏在断層および非活動性の既知の断層が処分場を通過することを想定するシナリオを構築した。 
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1. はじめに 

NUMO が開発を進めているセーフティケースでは，リスク論的な手法を導入し，自然現象の発生可能性を

考慮したシナリオを作成したうえで，処分場の閉鎖後長期を対象とした安全評価を行っている。 

本報告では，こうした自然現象のうち断層活動を対象にシナリオを構築した結果を紹介する。 

2. 伏在断層に関する情報の整理と発生可能性とシナリオ 

既存の調査技術により存在や分布の把握が困難な伏在断層については，1 回の地震活動により地下深部か

ら地表まで伸展することにより，処分場を横断して直接的な影響を与えるという保守的な活動を想定し，そ

の可能性と影響範囲を考慮して安全評価に用いるシナリオを構築した。 

具体的には，地震発生層の浅部から十分に地表まで到達可能な断層の長さを仮定し，日本全体を対象とし

て，マグニチュード[2]，断層破砕帯の幅[3]，地震の年間あたりの発生回数[4]などを算出し，国土面積，処分場

領域の面積，断層の影響面積，地震の発生回数から処分場に直接的な影響を与える可能性を推定した。 

この結果から，確率論的な考えに基づけば，閉鎖後長期に及び伏在断層が直接的な影響を与える可能性は

非常に低いと考えられる。また，このような断層が処分場を横断する位置については，断層の構造を考慮し，

その影響が最大となる位置を安全評価において保守的に設定することとした。 

3. 非活動性の断層に関する情報の整理とシナリオ 

最新の調査技術を適用することにより，約 1km 以上の長さを有する非活動性の断層の分布形状を把握する

ことが可能と考えられる。このような断層は，処分場領域に包含される可能性が高いものの，サイト調査結

果に基づくパネル配置などの工学的な対策によって，十分な離隔距離を確保することや，処分場への影響を

回避することが可能としている。しかしながら，工学的な対策を実施したとしても，閉鎖後長期において再

活動する可能性を完全に否定することが困難なこと，また，断層の再活動に伴う伸展方向および水理場の変

化について不確実性が伴うことを考慮して安全評価を行うことが必要となる。 

このためには再活動時期および伸展速度の情報が必要となるが，これらに関する定量的な調査が行われた

例は見当たらない。このことから，シナリオの作成においては，(1) 1 回の断層活動により処分場領域を通過

するような伸展速度，(2)再制度的管理の終了時期やオーバーパックの閉じ込め機能喪失時期などを勘案した

保守的な活動時期，(3)断層の伸展による水理場の変化を考慮することとした。 
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